










































                                                  
1  このような時期区分は、 言うまでもなく、 山田盛太郎 『日本資本主義分析』 岩波書店、 1934
年や大石嘉一郎編『日本産業革命の研究』東京大学出版会、1975 年に代表される通説的見
解を踏まえている。 
2 『横浜市史』第 5 巻中（石井寛治氏執筆） 、1976 年；平「第一次大戦前の国際金本位制下
における横浜正金銀行」 、 『金融経済』第 208・209 号、1984 年；齋藤「日清戦争以後にお
ける横浜正金銀行の資金調達」 、 『金融経済』第 218 号、1986 年；齋藤「日清戦争以後にお
ける横浜正金銀行の外国為替業務の発展と信用」 、 『三田商学研究』第 28 巻 6 号、1986 年 2
月。 
3  言うまでもなく、このような問題の設定は Chandler Jr., A.D. Strategy and Structure 






























                                                                                                                                                  
研究を挙げることができよう。 
5  武田晴人編『横浜正金銀行  マイクロフィルム版』丸善、2004 年。 
 3向けも同じく 20％ほどであり、日本国内やヨーロッパ地域に次いで高い値を示している。
この結果、中国大陸での取引の横浜正金銀行全体の取引量におけるシェアは、貸出で 35％












  別稿でも論じたように、 既に 1880 年代の時点で日本銀行と横浜正金銀行との間の貸借関
係は深化していた。さらに 1891 年 5 月になると、横浜正金銀行は日本銀行との間に当座勘
定取引契約を締結した6。契約の主要内容は、次の 3 点に纏めることができる。①極度額を






  このような関係の強化を踏まえて、日清戦後に金本位制が施行されると、1897 年 4 月に
日本銀行は横浜正金銀行側に営業方針に対する 「希望」 を提示した7。 そこで日本銀行は 「今
ヤ政府ハ金貨本位ノ制ヲ定メラレテ其実施ノ期近キニ在リ随テ将来兌換準備ヲ鞏固ニ維持
                                                  
6  横浜正金銀行園田孝吉、同支配人小泉信吉「第八十七号ノ一  当座勘定約定書」 、1891 年
5 月 14 日、日本銀行総裁川田小一郎宛、 『横浜正金銀行史  附録  甲巻之二』日本経済評論
社復刻版（以下、 『甲 2』と略記） 、491～492 頁。 
7  日本銀行総裁岩崎弥之助「第百〇三号ノ一  横浜正金銀行ノ方針ニ対スル希望」 、1897 年






















                                                 
 
（2） 「連合的営業法」から「分立的営業法」への再変化とその理由 
  同じく 1897 年 11 月になると、 横浜正金銀行は営業法を、 再度、 「連合的営業法」 から 「分
立的営業法」 へと変更する。 このような変化については、 既に葭原達之氏が検討している9。
そこでは、変更の契機としての清国からの賠償金を基礎とする金本位制の成立、為替資金
配置の構成 （40％が英米仏、15％が清国） 、 所要資金の 69％が日銀借入れで賄われたこと、
 
8  「第百〇三号ノ二  明治三十年五月三日重役会決議」 、 『甲 2』570～571 頁。 
9  葭原「横浜正金銀行における『分立的営業法』の成立とその意義」 、 『工藤良平教授定年退





























                                                  
10  以下、特に断らない限り、依拠する史料は「改正営業方針要領（明治三十年十一月十五


























































































                                                  




























                                                  
12  「為替資金ノ事」 、 『甲 2』528～529 頁。 
13  古田和子『上海ネットワークと近代東アジア』東京大学出版会、2000 年。 
14  以下、特に断らない引用は、高橋是清著・上塚司編『高橋是清自伝』下巻、中央公論社、


























  以上に加えて、 「近頃迄ハ支那地方各店在勤俸仕払方坏モ思ヒ～テヤツタ在勤俸ハ為替仲
                                                  
15  「現頭取ノ訓達ヲ拝見セシニ多クハ銀行内部ノ事柄ニ関シテ訓達セラレタルモノノミニ
係リ外部ニ対スル営業方針ヲ始メ海外ニ在ル各店ノ方向及ヒ其事業ニ関スルモノニ就テハ
見当ラス」 （ 『第一回』 、239 頁）との長大連支店長からの意見具申に対する総支配人からの
応答の引用（同 240 頁） 。 





























                                                  
17  以下での引用は、 『横浜正金銀行史資料第 3 集第 1 巻  第一回東洋支店長会議録』日本経



























































                                                  



























































北京支店副支配人の説明は次のようなものであった。同支店は戸部銀行に 2 歩 5 厘への預
金利率引下げを打診した。これに対して、戸部銀行は 3 歩の維持を求めた。北京支店側は
その要求を「拒絶セハ其預金ヲ取ルコト能ハサルハ勿論当時他ノ外国銀行ハ競争シテ預金
                                                  
19  平「日本帝国主義」 、69～70 頁；同「第一次大戦前（上） 」 、73 頁；同「 （下） 」 、13 頁。
なお、ここで引用する史料から、高利預金が「中国人官吏が利喰いを狙って官公金を不正
に預け入れた定期預金」 「商業的ではない貯蓄性資金や官公金」という性格規定をする
（ 「 （上） 」 、73 頁）の指摘は不正確である。商業的資金も含む預金全般に及んでいたことに
は留意すべきであろう。 
20  『第一回会議』 、36～38 頁。 
21  『第一回会議』 、72 頁。 





























                                                  
23  以下、 『横浜正金銀行史資料  第 3 集第二巻  第二回東洋支店長会議録』日本経済評論













  「満州」侵略を巡る政府とのやり取りが増大するのは、日露戦時の 1905 年以降のことで














                                                  
24  横浜正金銀行『諸願伺届書類』各年による。 
25  金子「日露戦後の『満州経営』と横浜正金銀行」 、第 16 表（47 頁） 。同論文によれば、
その後、1912 年末までに 1,979 千円にまで減少している。 










申来」 （大蔵大臣への認可申請、1905 年 2 月 16 日） 。 
 















                                                  
27  大蔵大臣「官房秘第三六五号」 、注 25 史料に合綴。なお、 「第百五十七号」などその後の
取引文書によれば、軍票 100 円＝上海両銀 70 両で取引されていることが確認される。さら
には 72 両銀での取引の認可を申請している場合すらあった（ 「第百五十五号」 、1905 年 11



























                                                  
28  「第百六十四号」 、1905 年 12 月 23 日、注 25 文書に合綴。 
29  「第三十六号」 、横浜正金銀行頭取代理取締役山川勇木発大蔵大臣法学博士阪谷芳郎宛、
1907 年 5 月 17 日、 『明治三十九年  諸願伺届書類』に合綴。 
30  「第四十九号」 、横浜正金銀行頭取代理取締役山川勇木発大蔵大臣法学博士阪谷芳郎宛、






関係資金を関係先に供与していた。1907 年から 1913 年までの間に、同行は漢冶萍公司向




















【史料⑥】 「元来右借款（ 「漢冶萍鉄廠鉱公司借款金貨六百万円」 ；史料⑤―引用者）ハ政府
ヨリ直接御貸渡可成筈之處御都合ニヨリ幣行ノ名義ヲ以テ貸付候モノニシテ之ニ対スル資
金ノ儀ハ幣行ヨリ願出ノ都度相当英貨ヲ以テ竜動ニテ御融通被成候幣行ハ之ニ対シ年五分
                                                  
31  金子「日露戦後の『満州経営』と横浜正金銀行」 、第 11 表（43 頁）より集計・算出。 
32  「六十七号」 、1911 年 4 月 4 日、横浜正金銀行頭取山川勇木発大蔵大臣・外務大臣宛、
注 28 史料に合綴。 
33  「七十九号」 、1911 年 4 月 13 日、横浜正金銀行頭取山川勇木発大蔵大臣・外務大臣宛、























（2） 「満州」における業務体制の構築―その 1：為替統轄体制を中心に― 
  前述のように、 1895 年、 1909 年の為替取引を巡る上海支店を中軸とする組織改革の際に、
「満州」の統務店は牛荘に設定された。以後、前掲の在満諸店舗の為替統轄は同支店を中
心に実施された。しかし、1910 年 5 月以降、 「満州」における為替統務店は大連支店に変
                                                  
34 「九〇号」 、1911 年 4 月 28 日、横浜正金銀行頭取代理取締役山川勇木発大蔵大臣公爵桂
太郎・侯爵小村寿太郎宛、注 28 史料に合綴。 
35 「六十八号」 、横浜正金銀行頭取代理取締役山川勇木発外務大臣子爵内田原哉・大蔵大臣
山本達雄宛、1911 年 10 月 19 日、 『諸願伺届留  明治四十四年五月  大正元年十二月』に
合綴。■は解読不能文字。 
 22更される。ここでは、その背景について検討する36。 
























                                                  
36  以下、 「明治四十三年五月十日  訓第五号」 、頭取席発内外各店支配人・主任宛、 『横浜正
金銀行行報第四十九号』 。 
37  牛荘支店の数値も含めて、大蔵省『第 36 次銀行局報告』より算出。為替は向け・受けの
合計値。 
38  当該期における大連市の発展については、 さしあたり、 柳沢遊 『日本人の植民地経験  大
連日本人商工業者の歴史』青木書店、1999 年、第 1 章（23～81 頁）を参照。 

























                                                  
39  過爐銀とは一種の定期支払法で支払期限を「清暦三月一日、六月一日、九月一日、十二
月一日ノ四期ニ定メ此期限ニ至ラサレハ正銀ノ仕払ヲ受クル能ハサル約束ニヨルモノ」で
あるという（ 「第百六十五号  牛荘ノ過爐銀(明治三十二年山川勇木氏「清国出張復命書」1
節)」 、 『甲 2』875～876 頁） 。 
40  以下、本規定に関する史料と議論は「二三号」 、 『諸願伺届留  明治四十三年一月  四十
四年五月』に合綴による。 
41  「第二十八号」 、同上に合綴。 
 24こから、大連支店への調査部設置は「満州特別貸付」に関わる貸出審査を行なわせること












（3） 「満州」における業務体制の構築―その 2：満州総轄店制度の導入を中心に― 
  上述のように、 「満州」侵略に伴い横浜正金銀行も関連する通貨工作に従事することにな
った。それに伴い、1905 年 12 月になると「満州総轄店」制度（以下、括弧略）が導入さ












                                                  





























                                                  
43  以下、特に断らない限り、外務大臣伯爵桂太郎、大蔵大臣男爵曽禰荒助「第百三十五号 
満州統轄店事務実行ノ順序並ニ処務ノ心得方御達  官房秘第三四八六号」 、 1905 年 12 月 16
























                                                  
44  以下、 特に断らない限り、 「第百七十六号ノ二  神戸支店対支那人取引不始末ノ件内申」 、
『甲 2』960～962 頁。なお、日本企業による買弁を用いた取引については、最近、山藤竜
































                                                  
45  直ぐ後に言及する神戸支店長解雇も含めて、この点については横浜正金銀行頭取男爵高
橋是清「第百七十六号ノ三  神戸支店対支那陣取引不始末事件ニ付内申書」 、大蔵大臣侯爵
桂太郎宛、1909 年 11 月 27 日、 『甲 2』960～965 頁も参照。 
46  頭取席「神戸支店ノ対支那人勘定整理ニ付訓示」 、1909 年７月 24 日、神戸支店青木支配
人宛、 『甲 2』957～959 頁。 
47  本店頭取席「訓第一号」 、1909 年 2 月 10 日、内地清国（香港共）満州各店支配人、主任






























                                                  



























































                                                  
49  『横浜正金銀行史』日本経済評論社復刻版、1976 年、378～379 頁。 




金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
日本国内合計
　預金 3,421 84.1% 10,651 84.9% 33,678 72.3% 52,537 52.4% 65,102 53.9% 61,681 52.8% 49,116 51.0%
　貸出 4,519 99.9% 3,709 99.8% 25,961 79.4% 23,495 36.9% 25,984 38.0% 21,465 33.6% 18,976 32.1%
　為替(向） 17,666 38.8% 25,252 57.2% 63,666 28.5% 178,448 57.9% 156,887 30.1% 139,221 29.3% 160,782 61.2%
　為替（受） 6,911 7.7% 15,868 23.8% 24,613 11.3% 62,605 18.5% 134,385 28.6% 127,474 33.5% 55,694 22.5%
満州
　預金 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4,342 4.3% 3,707 3.1% 3,707 3.2% 4,342 4.5%
　貸出 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 546 0.9% 9,738 14.2% 9,738 15.3% 546 0.9%
　為替(向） 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 24,739 8.0% 114,685 22.0% 114,685 24.1% 24,739 9.4%
　為替（受） 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1,898 0.6% 8,779 1.9% 8,779 2.3% 1,898 0.8%
南北清国
　預金 0 0.0% 1 0.0% 24 0.1% 15,706 15.7% 14,466 12.0% 14,466 12.4% 15,706 16.3%
　貸出 0 0.0% 5 0.1% 6,115 18.7% 4,104 6.5% 13,691 20.0% 13,691 21.5% 4,104 6.9%
　為替(向） 0 0.0% 177 0.4% 96,653 43.3% 50,529 16.4% 88,940 17.1% 88,940 18.7% 50,529 19.2%
　為替（受） 0 0.0% 21 0.0% 69,069 31.7% 39,951 11.8% 65,359 13.9% 65,359 17.2% 39,951 16.1%
ヨーロッパ合計
　預金 646 15.9% 1,890 15.1% 12,835 27.6% 27,023 26.9% 25,556 21.1% 24,910 21.3% 26,377 27.4%
　貸出 4 0.1% 0 0.0% 597 1.8% 30,581 48.1% 13,425 19.6% 13,421 21.0% 30,577 51.8%
　為替(向） 27,792 61.1% 18,444 41.8% 62,211 27.9% 27,221 8.8% 35,008 6.7% 7,216 1.5% -571 -0.2%
　為替（受） 83,056 92.3% 50,530 75.9% 123,948 56.8% 214,854 63.6% 213,373 45.4% 130,317 34.3% 131,798 53.2%
アメリカ合計
　預金 1 0.0% 0 0.0% 23 0.0% 609 0.6% 4,989 4.1% 4,988 4.3% 608 0.6%
　貸出 0 0.0% 0 0.0% 18 0.1% 4,617 7.3% 563 0.8% 563 0.9% 4,617 7.8%
　為替(向） 30 0.1% 75 0.2% 293 0.1% 24,662 8.0% 54,384 10.4% 54,354 11.4% 24,632 9.4%
　為替（受） 31 0.0% 115 0.2% 385 0.2% 17,886 5.3% 31,895 6.8% 31,864 8.4% 17,855 7.2%
インド合計
　預金 0 0.0% 2 0.0% 15 0.0% 80 0.1% 7,041 5.8% 7,041 6.0% 80 0.1%
　貸出 0 0.0% 1 0.0% 10 0.0% 259 0.4% 4,936 7.2% 4,936 7.7% 259 0.4%
　為替(向） 0 0.0% 182 0.4% 205 0.1% 2,782 0.9% 70,792 13.6% 70,792 14.9% 2,782 1.1%
　為替（受） 0 0.0% 26 0.0% 58 0.0% 675 0.2% 16,498 3.5% 16,498 4.3% 675 0.3%
合計
　預金 4,068 100.0% 12,544 100.0% 46,575 100.0% 100,297 100.0% 120,861 100.0% 116,793 100.0% 96,229 100.0%
　貸出 4,523 100.0% 3,715 100.0% 32,701 100.0% 63,602 100.0% 68,337 100.0% 63,814 100.0% 59,079 100.0%
　為替(向） 45,488 100.0% 44,130 100.0% 223,028 100.0% 308,381 100.0% 520,696 100.0% 475,208 100.0% 262,893 100.0%
　為替（受） 89,998 100.0% 66,560 100.0% 218,073 100.0% 337,869 100.0% 470,289 100.0% 380,291 100.0% 247,871 100.0%
出所：「横浜正金銀行半期報告」各期、『横浜正金銀行史　資料』第三巻之（一）より作成。





















1890下 800 21,514 48 4,192 373 4,500 25,921 360 2.6% 1.1% 96.5% 8.0% 1.4% 8.3%
1891上 1,052 23,769 34 5,658 607 4,500 31,505 315 3.8% 0.6% 51.9% 7.0% 1.9% 13.5%
1891下 859 23,769 34 5,049 668 4,500 36,257 315 2.9% 0.7% 47.2% 7.0% 1.8% 14.8%
1892上 976 23,333 31 8,546 428 4,500 34,862 315 3.8% 0.4% 73.6% 7.0% 1.2% 9.5%
1892下 1,394 24,991 92 2,334 513 4,500 36,997 315 1.6% 3.9% 61.4% 7.0% 1.4% 11.4%
1893上 1,041 26,197 97 2,818 452 4,500 35,784 315 0.5% 3.4% 69.7% 7.0% 1.3% 10.0%
1893下 1,336 31,407 155 7,188 469 4,500 25,948 315 2.1% 2.2% 67.2% 7.0% 1.8% 10.4%
1894上 1,448 33,879 140 7,600 515 4,500 41,226 337 2.4% 1.8% 65.4% 7.5% 1.2% 11.4%
1894下 1,688 32,289 160 10,567 542 4,500 36,598 337 3.7% 1.5% 62.2% 7.5% 1.5% 12.0%
1895上 1,529 32,046 129 9,918 535 4,500 34,303 337 3.5% 1.3% 63.0% 7.5% 1.6% 11.9%
1895下 1,630 46,069 159 12,781 584 4,500 50,474 337 2.3% 1.2% 57.7% 7.5% 1.2% 13.0%
1896上 1,448 33,879 140 7,600 515 4,500 41,226 337 2.4% 1.8% 65.4% 7.5% 1.2% 11.4%
1896下 2,584 57,921 222 9,940 948 6,000 72,138 403 2.2% 2.2% 42.5% 6.7% 1.3% 15.8%
1897上 4,769 76,672 337 27,123 2,874 7,500 80,613 562 5.0% 1.2% 19.6% 7.5% 3.6% 38.3%
1897下 4,496 90,628 480 36,003 1,306 9,000 95,548 618 3.6% 1.3% 47.3% 6.9% 1.4% 14.5%
1898上 4,676 125,431 1,043 47,121 1,434 9,000 129,422 675 1.5% 2.2% 47.1% 7.5% 1.1% 15.9%
1898下 4,496 n.a. 480 n.a. 1,306 9,000 95,548 787 n.a. n.a. 60.3% 8.7% 1.4% 14.5%
1899上 5,188 120,496 1,071 62,177 1,517 11,311 128,503 787 2.6% 1.7% 51.9% 7.0% 1.2% 13.4%
1899下 8,471 171,162 1,358 73,491 5,077 12,000 177,411 3,000 3.1% 1.8% 59.1% 25.0% 2.9% 42.3%
1900上 5,894 164,647 1,621 54,574 1,338 18,000 172,597 985 0.6% 3.0% 73.6% 5.5% 0.8% 7.4%
1900下 5,808 120,054 1,452 52,978 1,855 18,000 152,603 117 2.1% 2.7% 6.3% 0.7% 1.2% 10.3%
1901上 6,019 14,252 1,526 45,036 1,992 18,000 150,502 117 38.8% 3.4% 5.9% 0.7% 1.3% 11.1%
1901下 5,228 140,052 1,481 46,510 2,179 18,000 147,137 117 0.5% 3.2% 5.4% 0.7% 1.5% 12.1%
1902上 6,680 144,059 1,762 55,274 2,053 18,000 155,088 117 1.4% 3.2% 5.7% 0.7% 1.3% 11.4%
1902下 5,838 158,119 1,687 71,294 2,027 18,000 166,338 108 1.3% 2.4% 5.3% 0.6% 1.2% 11.3%
1903上 6,119 185,829 1,983 78,112 2,079 18,000 167,127 108 0.8% 2.5% 5.2% 0.6% 1.2% 11.6%
1903下 6,659 212,735 2,147 89,137 1,685 18,000 221,200 108 0.7% 2.4% 6.4% 0.6% 0.8% 9.4%
1904上 6,061 188,145 1,935 72,772 2,000 18,000 197,921 108 0.6% 2.7% 5.4% 0.6% 1.0% 11.1%
1904下 7,388 224,556 1,949 70,545 1,998 18,000 234,056 108 0.5% 2.8% 5.4% 0.6% 0.9% 11.1%
1905上 7,810 238,841 2,739 99,695 2,210 18,000 250,668 108 0.5% 2.7% 4.9% 0.6% 0.9% 12.3%
1905下 9,922 216,634 2,784 110,295 3,419 18,000 236,118 108 2.1% 2.5% 3.2% 0.6% 1.4% 19.0%
1906上 12,471 208,361 3,687 123,409 3,535 21,000 235,835 117 3.0% 3.0% 3.3% 0.6% 1.5% 16.8%
1906下 9,653 254,888 3,248 120,303 3,144 21,000 277,726 126 1.1% 2.7% 4.0% 0.6% 1.1% 15.0%
1907上 11,269 258,935 4,635 144,698 3,034 24,000 296,243 135 1.1% 3.2% 4.4% 0.6% 1.0% 12.6%
1907下 12,835 279,736 4,228 121,035 3,211 24,000 301,457 144 1.1% 3.5% 4.5% 0.6% 1.1% 13.4%
1908上 12,552 227,807 5,041 125,213 3,178 24,000 248,502 144 1.5% 4.0% 4.5% 0.6% 1.3% 13.2%
1908下 9,685 209,035 3,218 119,130 3,001 24,000 244,498 144 1.9% 2.7% 4.8% 0.6% 1.2% 12.5%
1909上 10,848 177,410 3,387 119,158 3,114 24,000 242,526 144 3.3% 2.8% 4.6% 0.6% 1.3% 13.0%
1909下 10,175 232,351 3,400 148,078 3,072 24,000 275,421 144 2.1% 2.3% 4.7% 0.6% 1.1% 12.8%
1910上 11,896 192,989 4,265 115,660 3,077 24,000 228,573 144 2.5% 3.7% 4.7% 0.6% 1.3% 12.8%
1910下 9,518 222,747 3,687 92,157 2,986 24,000 262,445 144 0.3% 4.0% 4.8% 0.6% 1.1% 12.4%
出所：「半期実際報告」「利益割合報告表」各期、『横浜正金銀行史資料』第4巻、『マイクロフィルム　
横浜正金銀行』に所収より作成。
注1）明治32年下半期から当期利益から役員賞与金が除外されて計算される。ここではデータ系列の一貫性を考慮して、
この問題を修正してある。
注2）n.a.はデータ採取不能。1899年下期の配当は特別配当込みの金額。  
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